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ということは、2,150件×2～3倍＝4,300～6,450

件程度のＭ＆Ａが行われていると言っても過言

ではない。

次に県別に見てみると、茨城県は北関東3県で

比較した場合、企業数対比のＭ＆Ａ件数が0.91％

と最も低く、企業数、人口と比較した場合、もっ

とＭ＆Ａのポテンシャルはあると想定される。

県民性もあるのかもしれないが、宮城県以上

の企業数、人口を有する県であるだけに、本来

的にはＭ＆Ａのニーズはもっと高いものと思わ

れる。

中小企業のＭ＆Ａ動向と
地域金融機関の役割　　

株式会社　日本M＆Aセンター
執行役員
統括事業本部　金融法人部長　鈴 木 　安 夫

1．中小企業におけるＭ＆Ａ動向

①中小企業のＭ＆Ａ動向
全国的に、日本企業が関与するＭ＆Ａの件数

は、2015年度は3,071件と直近では2011年度を

ボトムとして再び増加傾向にある。

このデータはあくまで公表されているＭ＆Ａ

の件数をカウントしたものであって、しかも上

場企業も当然含まれる。

今回のテーマである中小企業に絞ると、総件

数の約7割は中小企業が関与していると言われ

ており、3,071件×0.7≒2,150件が中小企業が売

り手もしくは買い手として関与した件数で、更

に売り手買い手双方が未上場企業であった場合、

公表されないケースも結構多いことから、実態

の数字としては、おおよそ公表数字の2～3倍と

言われている。

■表1　年度別Ｍ＆Ａ件数実績（2011～2015年度）

年　　　度 件　　　数

2011年 1,728 

2012年 2,507 

2013年 2,722 

2014年 2,924 

2015年 3,071 

合計件数 13,833 

※レコフデータベース調査による

■表2　都道府県別Ｍ＆Ａ件数実績

都道府県名 Ｍ＆Ａ件数 企業数 企業数対比 人口（千人）

茨 城 県 84 9,252 0.91% 2,993

栃 木 県 66 6,610 1.00% 1,925

群 馬 県 86 8,730 0.99% 1,971

宮 城 県 130 8,899 1.46% 2,329

新 潟 県 92 10,743 0.86% 2,324

福 島 県 58 7,175 0.81% 1,928

長 野 県 100 8,694 1.15% 2,098

東 京 都 7,522 85,174 8.83% 13,416

北 海 道 326 23,631 1.38% 5,407

全 国 14,078 503,546 2.80% 127,082

※Ｍ＆Ａ件数：MARR　期間2009年4月～2015年3月
※企業数：東京商工リサーチ
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②経営者の平均年齢と親族内承継及び親族外（Ｍ
＆Ａを含む）の割合の推移

経営者の平均年齢（表3）は、一貫して上昇

を続けており、1993年で54.8歳であったが2014

年では59.0歳と過去最高を更新した。このよう

な経営者の高齢化に伴い、後継者が決定してい

ない企業の割合も増加の一途を辿り、1993年で

44.1％であったものが2014年においては65.4％

と20％強増えている。当然であるが、裏返すと

後継者が決定している企業は同比率で減少して

おり、1993年で55.9％であったが2014年におい

ては34.6％にまで減ってきている。

　また、親族内承継と親族外承継の比率（図1）は、

下記の通りであり、こちらも一貫して親族内承

継は漸減しており、その代替の承継方法として、

内部昇格、外部招へい、買収が漸増しており、

最近では親族内承継の比率は40％強にまで低下

していることが分かる。つまり、事業承継問題

の本質は、この後継者がいる企業が減少してい

ることであり、息子を中心とした親族への承継

に、承継をさせる側の経営者も、それを受ける

側の息子たちも、双方において親族承継のメリッ

トを得られ難くなってきていることにあると思

われる。今後も当面は、このような傾向が続く

と思われ、中小企業の事業承継への対応は喫緊

の課題である。

■図1　親族内承継と親族外承継の推移

　帝国データバンク「信用調査報告書データベース」、　「企業概要データベース」再編加工

■表3　経営者の平均年齢と後継者の決定状況

　 社長の平均年齢
後継者の決定状況

決定している
（後継者あり）

決定していない
（後継者なし）

1993年 54.8歳 55.9% 44.1%

2014年 59.0歳 34.6% 65.4%

中小企業白書1994年版より加工 
帝国データバンク「2015年全国社長分析」 
帝国データバンク「後継者問題に関する企業の実態調査」
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　弊社における譲渡企業の社長の平均年齢（表4）

は60歳前半であり、おおよそ50歳半ばくらいか

ら事業承継の問題を認識し始め、60歳前後で具

体的な事業承継対策に取り組んでいることが推

測できる。

③Ｍ＆Ａにおける譲渡先の傾向
当社の譲渡先の傾向としては、譲受企業にお

いて上場企業の割合（表5）は20％強程度で最近

は推移している。2006年は5割近くまでが上場

企業であったことを踏まえると、引き続き上場

企業におけるＭ＆Ａの譲受ニーズは強いものの、

それ以上に未上場企業の譲受企業の買収ニーズ

が急速に高まっており、それが近年の成約件数

の急増に結び付いていることが分かる。

次に、業種別と地域の軸で分析（表6）をして

みると、同業種同士の組み合わせは35％、異業

種との組み合わせは65％であった。同一地域（同

一都道府県）の組み合わせは31％に対して別地

域（異なる都道府県）の組み合わせは69％であっ

た。そして同業種同一地域の組み合わせは全体

の10％にとどまる。

譲渡企業にとってライバル企業の傘下に入る

ことへの心理的な抵抗感が大きいことに加え、

業種や地域の面で一定の距離のある方がシナ

ジー効果が期待しやすいケースが多いことから、

弊社としても積極的に広い範囲からマッチング

を行うようにしており、全国から幅広く相手探

しをすることが重要であろう。

2．地域金融機関の役割

①地域金融機関がＭ＆Ａに取り組む意義
地域金融機関は、Ｍ＆Ａや事業承継といった

コンサルティング業務に非常に力を入れてい

■表5　譲受企業における上場・非上場の割合　

2013年度 2014年度 2015年度上半期

件数 件数割合 件数 件数割合 件数 件数割合

非 上 場  98 77.2％ 131 77.5％ 76 78.4％

上　 場  29 22.8％  38 22.5％ 21 21.6％

合　 計 127 100％ 169 100％ 97 100％
　
■表6　Ｍ＆Ａ成約案件の譲渡企業・譲受け企業に関する地域・業種組み合わせ調べ

同一地域 割合 別地域 割合 　 　 割合

同 業 種 43組 10% 101組 25% （同業種計） 144組 35%

異 業 種 85組 21% 181組 44% （異業種計） 266組 65%

（同一地域計）
128組 31%

（別地域計）
282組 69% 全合計 410組 100%

業種はＴＳＲコード3ケタベース、地域は都道府県ベース 
2013年度から2年半の当社成約案件に基づく

■表4　譲渡企業の社長の平均年齢

2013年度 2014年度 2015年度
上半期

譲渡企業の社長
の平均年齢 60.4歳 62.2歳 63.7歳
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催や個別相談会の開催、訪問時における情報提供、

定期刊行物での案内など、より積極的に周知して

いく必要がある。

③協働での成約事例
弊社は筑波銀行及び筑波総研とＭ＆Ａ業務で

連携しており、情報交換はもちろん具体的な成

約実績も複数ある。最近の事例の中の一つを紹

介しよう。

譲渡企業は茨城県内の会社で、製造業を営み、

年商で10億円以下、社員は50名以下くらいの企

業である。息子はいるものの別の会社で働いて

おり、社長も体調が芳しくなく、会社の存続と

社員の雇用を最優先して、譲渡を決断した。譲

り受けたのは、関東の同業で年商100億円以上の

企業であり、優良取引先の確保とエリア拡大と

いう相乗効果が期待でき譲り受けを決断した。

本件のポイントは、筑波総研の担当者と弊社

が連携することにより、付き合いが深く信頼関

係が強固な筑波銀行及び筑波総研が譲渡企業の

社長の気持ちを良く理解し、寄り添うことによ

り、揺れ動く社長の気持ちを支え続けたことに

ある。

このように、地域金融機関は、顧客との信頼

関係をベースとした精神的な支柱となることが

でき、顧客に安心感を与えながらＭ＆Ａを支援

することができる。また、弊社はその信頼関係

をベースに、全国からベストなお相手を探すこ

とや専門的なノウハウに基づく実務対応などが

できるため、顧客にとってはＭ＆Ａを進めるう

えで、ベストな組み合わせと言っても過言では

ないであろう。

今後も、地元中小企業の事業承継問題の解決

や成長戦略実現のために、筑波銀行及び筑波総

研と共に、全力で取り組んで行きたい。

る。地元の中小企業の事業承継問題の解決や経

営戦略の実現に地域金融機関が積極的に取り組

むのは、地域金融機関としての本来の使命であ

り、地方創生にも直接的につながるものである。

茨城県においては、筑波銀行が本部及び関連子

会社である筑波総研で、専門の人材を配置し相

談を受け実務対応を積極的に行っている。また、

弊社にも出向者を派遣するなど、専門人材の強

化にも取り組んでいる。

このように、地域金融機関は今、地元中小企

業の事業承継問題を真正面から取り組み、地元

中小企業の存続・発展を支援しているのである。

②相談相手としての地域金融機関
中小企業の経営者は、Ｍ＆Ａや事業承継に関し

て相談相手がいない。経済産業省のデータでは、

そもそも誰にも相談していない、という経営者が

何と40％以上ということである。相談相手とし

ては、親族、税理士・公認会計士・取引金融機関

が主な相手先であるが、特に金融機関は、借り入

れや資産運用、不動産やビジネスマッチングなど

の情報収集といった日頃から幅広い取引があり、

本来的には相談相手としては相応しいと思われ

る。しかし、借り入れしている金融機関にＭ＆Ａ

や事業承継の相談をし、自社が後継者問題を抱え

ていることが金融機関に分かってしまうと、連帯

保証の絡みから融資取引に影響が及ぶのではない

か、と危惧している経営者が驚くほど多い。もち

ろんそのようなことは一切ないのであるが、この

誤解が金融機関に相談をためらう理由の一つであ

る。もう一つは、取引金融機関がＭ＆Ａや事業承

継の相談を受け対応ができる、ということを経営

者が知らないケースである。こちらは金融機関側

からのＰＲが足りないということが大きな原因の

一つであり、これまで以上に地元でのセミナー開

外部寄稿


